
一 般 質 問 事 項（遠賀町議会第５回６月定例会）

◆平成２８年６月８日（水）

１．◎質問者 萩本 悦子 議員

質問事項 質問の要旨 質問の相手

１ 防災について

   

⑴ 本町の地域防災計画の早急な見直しが必要と考える

が、町長の考えは。

⑵ 指定避難所の安全性についてどう考えるか。

⑶ 避難所の設営・運営についてどのように考えるか。

①高齢者・障害者・乳幼児・妊婦等災害弱者への対応

についてどう考えるか。

②車中避難者への対応についてどう考えるか。

③福祉避難所のさらなる確保が必要と考えるが町長の

考えは。

④情報の伝達の対処方法について尋ねる。

⑷ 避難所の設営や運営については、平時より行政と自

主防災組織が連携した取り組みが必要と考えるがどう

考えるか。

⑸ 本町の災害備蓄品を充実する必要性についてどう考

えるか。

⑹ 学校での災害備蓄品の備蓄についてどう考えるか。

⑺ 防災会議での女性の登用を推進する必要があると考

えるが、町長の考えは。
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２ 組み体操の安全対策

について

⑴ スポーツ庁の組み体操での安全確保を求める通知

を受け、本町小中学校における組み体操の方向性を

尋ねる。

⑵ 組み体操の安全指導研修会の必要性について、ど

う考えるか。

⑶ 安全対策計画書等の必要性について、どう考える

か。
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２．◎質問者 織田 隆徳 議員

質問事項 質問の要旨 質問の相手

１ 地震災害対策について ⑴ 庁舎及び避難所の耐震補強の見直しが必要では

ないか。

⑵ 遠賀町地域防災計画の見直しについて

①震災対応の災害対策体制を新たに組織すべきで

はないか。

②震災が発生した場合の対応マニュアル作成や訓

練を実施すべきではないか。
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町 長

２ 公共事業について ⑴ 平成２８年度予算に盛り込んだ事業の前倒し執

行の状況について問う。

⑵ 熊本県・大分県の震災に伴い、本町の事業への

影響予測を問う。

⑶ 本町発注工事から暴力団排除のための取り組み

を問う。
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３ ピロリ菌検査について ⑴ ピロリ菌検査を特定健診時に実施する考えはな

いか。

⑵ ピロリ菌検査を中学生に実施する考えはない

か。
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４ 本町小中学校の英語教

育について

⑴ 中学校における生徒の英語力の目標と現在の到

達率を問う。

⑵ 小学校での英語授業の実態及び今後の取り組み

を問う。
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３．◎質問者 仲野 新三郎 議員

質問事項 質問の要旨 質問の相手

１ 障害福祉について ⑴ 障害者相談支援事業については、どのような取

り組みを行っているか。また、その実績を尋ねる。

⑵ 就労移行支援事業の利用者数を平成２９年度ま

でに２０人を目標としているが、具体的にどのよ

うな取り組みを行っているのか尋ねる。

⑶ 障害者雇用を増やしていくために、行政や福祉

関係団体、また民間企業との連携・協力が必要と

なってくるが、どのような取り組みを行っている

か尋ねる。

⑷ 居住系サービスについては、もっと拡充してい

く必要があると思うが、今後どのように考えてい

るか尋ねる。

⑸ 「第４期遠賀町障害福祉計画」は、平成２９年

度までの３ヶ年計画となっているが、年次毎に検

証や見直しを行っていくのか尋ねる。
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４．◎質問者 浜岡 峯達 議員

質問事項 質問の要旨 質問の相手

１ 第３期自立推進計画

（行動計画）の取り組

みについて

⑴ 過去の推進計画では、推進項目毎に担当課を決

めて推進をしてきた結果、成果を上げることが出

来たが、今回の推進方法で問題はないのか。

⑵ 計画では年度別行動計画が明示されていない

が、その理由はなにか。

⑶ 計画では、大綱毎の数値目標が示されていない

が、財政的にどのような効果を上げようと考えて

いるのか。

⑷ 計画では、質の高い行政組織づくりの中で、職

場の事務改善と職員の能力開発を取り上げている

が、町独自の研修も考慮に入れているのか。
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５．◎質問者 田代 順二 議員

質問事項 質問の要旨 質問の相手

１ 「遠賀町耐震改修促進

計画」について

⑴ 熊本地震では従来の耐震基準は通用しなかっ

た。耐震基準の見直しは考えているか。

⑵ 耐震化目標９０％を掲げているが、特定建築物、

住宅それぞれ現在の到達は。

⑶ 住宅の耐震診断は無料にできないか。

⑷ 住宅の耐震補強助成事業の補助率、補助限度  

額を引き上げるべきではないか。
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２ 就学援助制度について ⑴ 対象を現行の生活保護基準の１．３５倍から１．

５倍まで引き上げるべきではないか。

⑵ クラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費にも支給

すべきではないか。

⑶ 「入学準備金」は３月に支給できないか。
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